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表紙

第21回

定 時 株 主 総 会
招集ご通知
開催日時 2025年３月28日（金曜日）

午前10時（受付開始 午前9時30分）

開催場所 ベルサール西新宿ホール
東京都新宿区西新宿四丁目15番3号
住友不動産西新宿ビル３号館１階

決議事項 第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取

締役を除く。）４名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締

役３名選任の件
第４号議案 取締役（監査等委員で

ある取締役を除く。）
の報酬額設定の件

第５号議案 取締役（監査等委員であ
る取締役及び社外取締役
を除く。）に対する譲渡
制限付株式の割当てのた
めの報酬決定の件

第６号議案 監査等委員である取締
役の報酬額設定の件

第７号議案 会計監査人選任の件

書面（郵送）及びインターネットによる議決権行使は
2025年３月27日（木曜日）午後５時までにお願い申し
あげます。詳細は3～4ページをご参照ください。
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狭義招集

証券コード　4583
2025年３月７日

株主の皆様へ
東 京 都 渋 谷 区 本 町 三 丁 目 1 2 番 １ 号
株 式 会 社 カ イ オ ム ・ バ イ オ サ イ エ ン ス

代表取締役社長 　 小 林 　 茂

１. 日 時 2025年３月28日（金曜日）午前10時　（受付開始 午前9時30分予定）
２. 場 所 東京都新宿区西新宿四丁目15番３号　住友不動産西新宿ビル３号館１階

ベルサール西新宿ホール
３. 目 的 事 項

報 告 事 項 第21期（2024年１月１日から2024年12月31日まで）事業報告及び計算書類報告の件
決 議 事 項
第１号議案
第２号議案
第３号議案
第４号議案
第５号議案

第６号議案
第７号議案

定款一部変更の件
取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件
監査等委員である取締役３名選任の件
取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額設定の件
取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式の割
当てのための報酬決定の件
監査等委員である取締役の報酬額設定の件
会計監査人選任の件

第21回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第21回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　本総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）について電子提供措置
をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトIRライブラリに掲載しておりますので、アクセスのうえ、
ご確認くださいますようお願い申しあげます。（https://www.chiome.co.jp/ir/library/library4/）
　電子提供措置事項は、上記ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイトにも掲載しておりま
すので、下記東証ウェブサイトにアクセスして、銘柄名（会社名）または証券コードを入力・検索し、「基本情
報」「縦覧書類/PR情報」を選択のうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。
（https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show）
　なお、当日ご出席されない場合は、インターネットまたは書面により議決権を行使することができますので、
お手数ながら株主総会参考書類をご検討いただき、2025年３月27日（木曜日）午後５時までに、議決権を行使
してくださいますようお願い申しあげます。議決権行使の方法については、３～４ページをご参照ください。

敬　具
記

以　上

－ 1 －
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狭義招集

◎当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。
◎書面交付請求をいただいた株主様は電子提供措置事項を記載した書面を併せてお送りしますが、当該書面は、法令及び当社

定款第18条の規定に基づき、次に掲げる事項を除いております。
　①会社の株式に関する事項（2024年12月31日現在）、②会社の新株予約権等に関する事項、③業務の適正を確保するため

の体制、④業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要、⑤株主資本等変動計算書、⑥個別注記表
従いまして、当該書面に記載している事業報告、計算書類は、会計監査人が会計監査報告を、監査役が監査報告を作成する
に際し、監査役及び会計監査人が監査をした対象書類の一部であります。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、当社ウェブサイト及び東証ウェブサイトに、修正した旨、修正前の内容及び修正
後の内容を掲載させていただきます。

－ 2 －
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議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネットで議決権を
行使される場合

株主総会に
ご出席される場合

議決権行使書用紙に議案に対する賛否を
ご表示のうえ、ご返送ください。

次ページの案内に従って、議案の賛
否をご入力ください。

議決権行使書用紙を会場受付にご提
出ください。

行使期限 行使期限 日　時

2025年３月27日（木曜日）
午後５時到着分まで

2025年３月27日（木曜日）
午後５時入力完了分まで

2025年３月28日（金曜日）
午前10時

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内

株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

こちらに議案の賛否をご記入ください。議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※議決権行使書はイメージです。

◦ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 反対する場合 「否」の欄に〇印

第１、４、５、６、７号議案

◦ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印
◦ 一部の候補者を反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

第２、３号議案

［インターネットによる議決権行使の場合］
当社指定の議決権行使ウェブサイト（https://www.web54.net）にアクセスしていただき、議決権行使書用紙に表示された「議決権行使コー
ド」及び「パスワード」をご利用のうえ、画面の案内に従って、議案に対する賛否をご入力ください。インターネットによる議決権行使に際し
ましては、４ページの「インターネットによる議決権行使のご案内」をご確認くださいますようお願い申しあげます。インターネットにより複
数回、議決権を行使された場合は、最後に行われた議決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。
［書面（郵送）による議決権行使の場合］
議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、上記の行使期限までに到着するようご返送ください。書面（郵送）により議決権を行使さ
れた場合の議決権行使書用紙において、議案に対する賛否の表示がない場合には、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。
インターネット及び書面（郵送）の両方で議決権行使された場合は、到着日時を問わず、インターネットによる議決権行使を有効なものとして
お取り扱いいたします。

－ 3 －
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議決権行使についてのご案内

インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決権行使
ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。２

「スマート行使」での議決権行使は１回に限
り可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数です
がPC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載
の「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログ
イン、再度議決権行使をお願いいたします。
※QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイ
トへ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。１
議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。４

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。１

「次へすすむ」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

３

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

２

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

「パスワード」
を入力
実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　９：00～21：00）

－ 4 －
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定款変更議案

現　行　定　款 変　更　案
第４条　（機関） 第４条　（機関）
当会社は、株主総会および取締役のほか、次の機関を置く。 当会社は、株主総会および取締役のほか、次の機関を置く。
(1) 取締役会 (1) 取締役会
(2) 監査役 (2) 監査等委員会
(3) 監査役会 （削除）
(4) 会計監査人 (3) 会計監査人
第６条　（発行可能株式総数） 第６条　（発行可能株式総数）
当会社の発行可能株式総数は、90,000,000株とする。 当会社の発行可能株式総数は、180,000,000株とする。

株主総会参考書類
　議案及び参考事項
第１号議案 定款一部変更の件
１．提案の理由

(1) 取締役会等による経営方針・経営戦略に関する議論の充実及び監督機能の一層の強化、並びにより機動
的な意思決定の実現を目的として、監査役会設置会社から監査等委員会設置会社に移行したいと存じま
す。監査等委員会設置会社に移行するため、定款の一部を次のとおり変更するものであります。
なお、本定款一部変更の効力は、本総会の終結の時をもって生ずることといたします。

① 「監査等委員会」を置くことその他「監査等委員会」に関する規定を新設し、併せて、「監査役」
「監査役会」に関する規定を削除するものであります（変更案第４条、第24条、第26条、第31条か
ら第35条、現行定款第30条から第32条、第38条、第39条）。

② 監査等委員である取締役の員数、選任方法、任期、報酬等の決定方法に関する規定を新設するもので
あります（変更案第19条、第20条第１項、第21条、第22条、第28条）。

③ 取締役会の決議によって重要な業務執行（会社法第399条の13第５項各号に定める事項を除きま
す。）の決定の全部又は一部を取締役に委任することができる旨の規定を新設するものであります
（変更案第27条）。

④ 上記に伴い、関連する規定の修正・削除、条数の変更その他所要の変更を行うものであります。
⑤ 上記新設及び削除される規定の効力に関する附則を設けるものであります。

(2) 将来における事業規模の拡大に備え、機動的かつ柔軟な資本政策の実行を可能にするため、現行定款第
６条（発行可能株式総数）に定める当社の発行可能株式総数を90,000,000株から180,000,000株に
増加させるものであります。

２．変更の内容
　変更の内容は次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所）

－ 5 －
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定款変更議案

現　行　定　款 変　更　案
第18条　（電子提供措置等） 第18条　（電子提供措置等）
１．　　　　　　　　  （条文省略） １．　　　　　　　　（現行どおり）
２. 当会社は、電子提供措置をとる事項のうち法務省令で定

めるものの全部又は一部について、議決権の基準日まで
に書面交付請求をした株主に対して交付する書面に記載
することを要しないものとする。

２. 当会社は、電子提供措置をとる事項のうち法務省令で定
めるものの全部または一部について、議決権の基準日ま
でに書面交付請求をした株主に対して交付する書面に記
載することを要しないものとする。

第19条　（員数） 第19条　（員数）
当会社の取締役は、７名以内とする。 １. 当会社の取締役は、10名以内とする。

（新設） ２. 取締役のうち、監査等委員である取締役は、５名以内と
する。

第20条　（取締役の選任） 第20条　（取締役の選任）
１. 取締役は、株主総会において選任する。 １. 取締役は、監査等委員である取締役とそれ以外の取締役

とを区別して、株主総会において選任する。
第21条　（任期） 第21条　（任期）
１. 取締役の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度の

うち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までと
する。

１. 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の任期は、
選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに
関する定時株主総会の終結の時までとする。

（新設） ２. 監査等委員である取締役の任期は、選任後２年以内に終
了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会
の終結の時までとする。

２. 増員または補欠として選任された取締役の任期は、在任
取締役の任期の満了する時までとする。

３. 増員または補欠として選任された取締役（監査等委員で
ある取締役を除く。）の任期は、他の現任取締役（監査
等委員である取締役を除く。）の任期の満了する時まで
とする。

（新設） ４. 任期の満了前に退任した監査等委員である取締役の補欠
として選任された監査等委員である取締役の任期は、退
任した監査等委員である取締役の任期の満了する時まで
とする。

（新設） ５. 会社法第329条第３項に基づき選任された補欠の監査等
委員である取締役の選任決議が効力を有する期間は、選
任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関
する定時株主総会の開始の時までとする。

－ 6 －
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定款変更議案

現　行　定　款 変　更　案
第22条　（代表取締役および役付取締役） 第22条　（代表取締役および役付取締役）
１. 取締役会は、その決議によって代表取締役を選定する。 １. 取締役会は、その決議によって取締役（監査等委員であ

る取締役を除く。）の中から代表取締役を選定する。
２. 取締役会は、その決議によって、取締役会長、取締役社

長、取締役副社長各１名、専務取締役、常務取締役各若
干名を定めることができる。

２. 取締役会は、その決議によって、取締役（監査等委員で
ある取締役を除く。）の中から取締役会長、取締役社
長、取締役副社長各１名、専務取締役、常務取締役各若
干名を定めることができる。

第24条　（取締役会の招集通知） 第24条　（取締役会の招集通知）
１. 取締役会の招集通知は、会日の３日前までに各取締役お

よび各監査役に対して発する。但し、緊急の必要がある
ときは、この期間を短縮することができる。

１. 取締役会の招集通知は、会日の３日前までに各取締役に
対して発する。但し、緊急の必要があるときは、この期
間を短縮することができる。

２. 取締役および監査役の全員の同意があるときは、招集の
手続を経ないで取締役会を開催することができる。

２. 取締役の全員の同意があるときは、招集の手続を経ない
で取締役会を開催することができる。

第26条　（取締役会の議事録） 第26条　（取締役会の議事録）
取締役会における議事の経過の要領およびその結果ならびに
その他法令に定める事項については、これを議事録に記載ま
たは記録し、出席した取締役および監査役がこれに記名押印
または署名もしくは電子署名する。

取締役会における議事の経過の要領およびその結果ならびに
その他法令に定める事項については、これを議事録に記載ま
たは記録し、出席した取締役がこれに記名押印または署名も
しくは電子署名する。

（新設） 第27条　（重要な業務執行の決定の委任）
当会社は、会社法第399条の13第６項により、取締役会の
決議によって重要な業務執行（同条第５項各号に掲げる事項
を除く。）の決定の全部または一部を取締役に委任すること
ができる。

第27条　（報酬等） 第28条　（報酬等）
取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対価として当会社か
ら受ける財産上の利益は、株主総会の決議によって定める。

取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対価として当会社か
ら受ける財産上の利益は、監査等委員である取締役とそれ以
外の取締役とを区別して、株主総会の決議によって定める。

第28条　（取締役の責任免除） 第29条　（取締役の責任免除）
（条文省略） （現行どおり）

第29条　（取締役会規程） 第30条　（取締役会規程）
（条文省略） （現行どおり）

第５章　　監査役および監査役会 第５章　　監査等委員会
第30条　（員数） （削除）
当会社の監査役は、４名以内とする。

－ 7 －
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定款変更議案

現　行　定　款 変　更　案
第31条　（監査役の選任） （削除）
１. 監査役は、株主総会において選任する。
２. 監査役の選任決議は、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その
議決権の過半数をもって行う。

第32条　（任期） （削除）
１. 監査役の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度の

うち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までと
する。

２. 任期の満了前に退任した監査役の補欠として選任された
監査役の任期は、退任した監査役の任期の満了する時ま
でとする。

第33条　（常勤の監査役） 第31条　（常勤の監査等委員）
監査役会は、その決議によって常勤の監査役を選定する。 監査等委員会は、その決議によって常勤の監査等委員を選定

することができる。
第34条　（監査役会の招集通知） 第32条　（監査等委員会の招集通知）
１. 監査役会の招集通知は、会日の３日前までに各監査役に

対して発する。但し、緊急の必要があるときは、この期
間を短縮することができる。

１. 監査等委員会の招集通知は、会日の３日前までに各監査
等委員に対して発する。但し、緊急の必要があるとき
は、この期間を短縮することができる。

２. 監査役全員の同意があるときは、招集の手続を経ないで
監査役会を開催することができる。

２. 監査等委員全員の同意があるときは、招集の手続を経な
いで監査等委員会を開催することができる。

第35条　（監査役会の決議方法） 第33条　（監査等委員会の決議方法）
監査役会の決議は、法令に別段の定めがある場合を除き、監
査役の過半数をもって行う。

監査等委員会の決議は、議決に加わることができる監査等委
員の過半数が出席し、その過半数をもって行う。

第36条　（監査役会の議事録） 第34条　（監査等委員会の議事録）
監査役会における議事の経過の要領およびその結果ならびに
その他法令に定める事項については、これを議事録に記載ま
たは記録し、出席した監査役がこれに記名または電子署名す
る。

監査等委員会における議事の経過の要領およびその結果なら
びにその他法令に定める事項については、これを議事録に記
載または記録し、出席した監査等委員がこれに記名押印また
は署名もしくは電子署名する。

第37条　（監査役会規程） 第35条　（監査等委員会規程）
監査役会に関する事項は、法令または本定款のほか、監査役
会において定める監査役会規程による。

監査等委員会に関する事項は、法令または本定款のほか、監
査等委員会において定める監査等委員会規程による。

第38条　（報酬等） （削除）
監査役の報酬、賞与その他の職務執行の対価として当会社か
ら受ける財産上の利益は、株主総会の決議によって定める。

－ 8 －
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定款変更議案

現　行　定　款 変　更　案
第39条　（監査役の責任免除） （削除）
１. 当会社は、会社法第426条第１項の規定により、任務を

怠ったことによる監査役（監査役であった者を含む。）
の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決
議によって免除することができる。

２. 当会社は、会社法第427条第１項の規定により、監査役
との間に、任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定
する契約を締結することができる。但し、当該契約に基
づく責任の限度額は、会社法第425条第１項に規定する
最低責任限度額とする。

第40条　（選任方法） 第36条　（選任方法）
（条文省略） （現行どおり）

第41条　（任期） 第37条　（任期）
（条文省略） （現行どおり）

第42条　（会計監査人の責任免除） 第38条　（会計監査人の責任免除）
（条文省略） （現行どおり）

第43条　（事業年度） 第39条　（事業年度）
（条文省略） （現行どおり）

第44条　（剰余金の配当の基準日） 第40条　（剰余金の配当の基準日）
（条文省略） （現行どおり）

第45条　（中間配当） 第41条　（中間配当）
（条文省略） （現行どおり）

第46条　（配当金の除斥期間） 第42条　（配当金の除斥期間）
（条文省略） （現行どおり）

（新設） 附則
第１条　（監査役の責任免除に関する経過措置）
当会社は、第21回定時株主総会終結前の行為に関する会社
法第423条第１項所定の監査役（監査役であった者を含
む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の
決議によって免除することができる。

－ 9 －
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取締役選任議案

候補者
番　号

氏　　　　　名
（生　年　月　日） 略歴、地位、担当、および重要な兼職の状況 所有する当

社の株式数

１

再 任

こ

小
 

 
いけ

池
 

　
まさ

正
 

 
みち

道
（1962年10月3日生）

　

    1987年    4 月 協和発酵工業㈱（現 協和キリン㈱）入社
    2007年    4 月 BioWa,Inc. President and CEO
    2011年    4 月 Kyowa Hakko Kirin Pharma, Inc. President
    2013年    4 月 協和発酵キリン㈱ （現 協和キリン㈱）開発本部 開発企

画部長
    2014年    4 月 同社 研究開発本部 がんR&Dユニット長
    2018年    4 月 同社 フェロー 研究開発本部 研究機能ユニット長
    2020年    6 月 加藤記念バイオサイエンス振興財団 理事長
    2021年    4 月 協和キリン㈱ 研究開発本部 研究ユニット長
    2023年    3 月 当社 取締役（現任）

35,700株

［当社における担当］
研究・事業部門担当

（取締役候補者とした理由）
小池正道氏は、大手製薬企業の抗体研究・抗体創薬、更に創薬全般の指揮を執るなど
長年の抗体分野での研究開発や海外子会社経営等の経験に基づき、当社の研究開発業
務を牽引しております。今後も引き続き取締役として職務を適切に遂行できるものと
判断いたしました。

第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件
　当社は、第１号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決されますと、本総会の終結の時をもって、
監査等委員会設置会社に移行し、現在の取締役５名全員は任期満了となります。
　つきましては、取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）４名の選任をお願
いするものであります。なお、各候補者の選任の効力は、第１号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認
可決され、その効力が発生することを条件として生ずることといたします。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

－ 10 －



2025/02/27 9:29:41 / 24164757_株式会社カイオム・バイオサイエンス_招集通知

取締役選任議案

候補者
番　号

氏　　　　　名
（生　年　月　日） 略歴、地位、担当、および重要な兼職の状況 所有する当

社の株式数

２

再 任

び

美
 

 
じょ

女
 

 
ひら

平
 

　
あり

在
 

 
ひこ

彦
（1978年6月5日生）

　

    2000年    3 月 ㈱産業育成研究所 入社
    2003年    8 月 ファイザー㈱ 入社 医薬営業部門
    2007年    10月 大鵬薬品㈱ 入社 経理・海外事業部門
    2013年    1 月 当社入社 研究開発本部研究企画推進課 マネージャー
    2014年    4 月 当社 コーポレートプランニング部 ディレクター
    2016年    1 月 当社 執行役員 コーポレート本部長
    2017年    3 月 当社 取締役 （現任）

73,800株

［当社における担当］
経営企画・管理部門担当

（取締役候補者とした理由）
美女平在彦氏は、大手製薬企業における経営企画・経営管理の経験に基づき、当社の
経営管理業務を牽引しております。今後も引き続き取締役として職務を適切に遂行で
きるものと判断いたしました。

３

再 任

た

田
 

 
おか

岡
 

　
しょう

照
 

 
せ

世
（1969年4月26日生）

　

    1994年    4 月 日本ルセル㈱入社
    1997年    1 月 協和発酵工業㈱（現 協和キリン㈱）入社
    2010年    4 月 同社 臨床開発センター 臨床開発グループ長
    2014年    4 月 同社 中枢神経R&Dユニット マネジメントオフィス長
    2018年    9 月 当社入社 臨床開発部長
    2020年    6 月 当社 開発本部長（現任）
    2023年    3 月 当社 取締役（現任）

45,700株

［当社における担当］
開発部門担当

（取締役候補者とした理由）
田岡照世氏は、大手製薬企業の医薬開発部門の経験に基づき、当社の開発業務を牽引
しております。今後も引き続き取締役として職務を適切に遂行できるものと判断いた
しました。

－ 11 －
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取締役選任議案

候補者
番　号

氏　　　　　名
（生　年　月　日） 略歴、地位、担当、および重要な兼職の状況 所有する当

社の株式数

4

新 任

か

河
わ 

 
い

合
 

　
ひろ

弘
 

 
ゆき

行
（1954年1月17日生）

　

    1979年    3 月 麒麟麦酒㈱（現 協和キリン㈱） 入社
    2007年    7 月 キリンファーマ㈱（現 協和キリン㈱） 取締役執行役員開

発本部長
    2008年    3 月 同社 代表取締役副社長兼執行役員製造本部長
    2008年    10月 協和発酵キリン㈱（現 協和キリン㈱） 常務執行役員生産

本部長
    2010年    3 月 同社 常務執行役員 生産本部長
    2013年    3 月 同社 専務執行役員 生産本部長
    2014年    3 月 同社 代表取締役 副社長執行役員
    2018年    3 月 加藤記念バイオサイエンス振興財団　専務理事
    2019年    6 月 同財団　理事長
    2019年    6 月 セントラル硝子株式会社　社外監査役
    2023年    7 月 一般財団法人バイオインダストリー協会　監事（現任）

－

（社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要）
河合弘行氏は、大手製薬企業における研究開発から生産にわたる研究開発並びに経営
等の豊富な経験と幅広い見識を有しています。当社の重要事項の決定及び業務執行の
監督にあたり、取締役として期待される役割を充分に発揮して、職務を適切に遂行い
ただけるものと判断いたしました。

（注）１. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２. 河合弘行氏は、社外取締役候補者であります。
３. 河合弘行氏が原案どおり選任された場合は、当社は東京証券取引所に同氏を独立役員として届け出る予定でありま

す。
４. 河合弘行氏が原案どおり選任された場合は、会社法第427条第１項の規定に基づき、当社は同氏との間で会社法第

423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結する予定です。ただし、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法
令が規定する額といたします。

５. 当社は、会社法第430条の３に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、当該保険により被保
険者が負担することになる、その職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることに
よって生ずることのある損害を補填することとしております。ただし、法令違反の行為であることを認識して行っ
た場合等一定の免責事由を設定し、役員等の職務執行の適正性が損なわれないように措置を講じています。当該役
員等賠償責任保険契約の被保険者は当社取締役及び当社監査役であり、すべての被保険者について、その保険料を
全額当社が負担しております。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。
各候補者が原案どおり選任された場合は、当該保険契約の被保険者となります。

－ 12 －
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監査等委員である取締役選任議案

候補者
番　号

氏　　　　　名
（生　年　月　日） 略歴、地位、担当、および重要な兼職の状況 所有する当

社の株式数

１

新 任

ふる

降
 

 
や

矢
 

　
あき

朗
 

 
ゆき

行
（1945年1月29日生）

　

    1968年    4 月 第一製薬㈱（現 第一三共㈱） 入社
    1999年    4 月 同社 医薬開発統括部 部長
    1999年    6 月 同社 理事
    2001年    6 月 同社 取締役
    2003年    6 月 ㈱第一ラジオアイソトープ（現 PDRファーマ㈱）代表取

締役社長
    2007年    6 月 同社 相談役
    2007年    12月 ㈱ペルセウスプロテオミクス 代表取締役社長
    2016年    7 月 同社 相談役
    2017年    3 月 当社 社外取締役 就任
    2023年    3 月 当社 社外取締役 退任
    2024年    3 月 当社 監査役（現任）

13,000株

（監査等委員である社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要）
降矢朗行氏は、大手製薬企業及びバイオベンチャー企業における研究開発並びに経営
等の豊富な経験を有していることから、当社の監査等委員として相応しいと判断し、
監査等委員である取締役としての選任をお願いするものであります。

第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
　当社は、第１号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決されますと、本総会の終結の時をもって、
監査等委員会設置会社に移行いたします。つきましては、監査等委員である取締役３名の選任をお願いするも
のであります。
　なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。また、各候補者の選任の効力は、第
１号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決され、その効力が発生することを条件として生ずること
といたします。
　監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

－ 13 －
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監査等委員である取締役選任議案

候補者
番　号

氏　　　　　名
（生　年　月　日） 略歴、地位、担当、および重要な兼職の状況 所有する当

社の株式数

２

新 任

やま

山
 

 
かわ

川
 

　
よし

善
 

 
ゆき

之
（1962年8月21日生）

　

    1986年    4 月 日本生命保険相互会社 入社
    1995年    9 月 イノテック㈱企画室長
    2001年    9 月 ㈱そーせい（現 ネクセラファーマ㈱）経営企画部長
    2003年    10月 同社 取締役副社長CFO
    2004年    10月 同社 代表取締役副社長CFO
    2006年    12月 響きパートナーズ㈱ 設立 代表取締役社長
    2008年    6 月 ㈱リプロセル 社外取締役（現任）
    2014年    3 月 ㈱デ・ウエスタン・セラピテクス研究所 社外取締役（現

任）
    2019年    3 月 当社 社外監査役（現任）
    2020年    3 月 ソレイジア・ファーマ㈱ 社外監査役（現任）
    2022年    12月 響きパートナーズ㈱ 取締役会長（現任）

－

（監査等委員である社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要）
山川善之氏は、会社経営に関する幅広い見識とバイオベンチャー企業の投資や経営等
の豊富な経験を有することから、当社の監査等委員として相応しいと判断し、監査等
委員である取締役としての選任をお願いするものであります。

３

新 任

さか

坂
 

 
もと

本
 

　
に

二
 

 
ろう

朗
（1960年11月5日生）

　

    1983年    4 月 協和発酵工業㈱（現 協和キリン㈱）入社
    2006年    4 月 同社 バイオケミカル企画管理部長
    2007年    7 月 第一ファインケミカル㈱執行役員 経営企画部長
    2010年    4 月 協和発酵キリン㈱（現 協和キリン㈱） 経理部長
    2012年    4 月 同社 執行役員 経営企画部長
    2015年    4 月 同社 執行役員 総務部長
    2021年    3 月 当社 社外監査役（現任）

－

（監査等委員である社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要）
坂本二朗氏は、上場会社での社内管理経験と幅広い見識を有することから、当社の監
査等委員として相応しいと判断し、監査等委員である取締役としての選任をお願いす
るものであります。

（注）１. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２. 各候補者は、社外取締役候補者であります。
３. 降矢朗行氏は2024年３月26日開催の第20回定時株主総会にて監査役に選任されており、当社監査役に就任してか

らの年数は本総会の終結の時をもって１年であります。
４. 山川善之氏は2019年３月28日開催の第15回定時株主総会にて社外監査役に選任されており、当社社外監査役に就

任してからの年数は本総会の終結の時をもって６年であります。
５. 坂本二朗氏は2021年３月26日開催の第17回定時株主総会にて社外監査役に選任されており、当社社外監査役に就

任してからの年数は本総会の終結の時をもって４年であります。
６. 当社は東京証券取引所に山川善之氏を独立役員として届け出ております。同氏が原案どおり選任された場合は、当

社は引き続き同氏を独立役員として届け出る予定であります。

－ 14 －
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監査等委員である取締役選任議案

７. 当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、各候補者との間において、会社法第423条第１項に定める賠償責
任の限度額を、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときに限り会社法第425条第１項に定める最低責任
限度額とする旨の責任限定契約を締結しております。各候補者が原案どおり選任された場合には、本契約を継続す
る予定であります。

８. 当社は、会社法第430条の３に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、当該保険により被保
険者が負担することになる、その職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることに
よって生ずることのある損害を補填することとしております。ただし、法令違反の行為であることを認識して行っ
た場合等一定の免責事由を設定し、役員等の職務執行の適正性が損なわれないように措置を講じています。当該役
員等賠償責任保険契約の被保険者は当社取締役及び当社監査役であり、すべての被保険者について、その保険料を
全額当社が負担しております。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。
各候補者が原案どおり選任された場合は、当該保険契約の被保険者となります。

－ 15 －
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取締役報酬額設定議案、取締役報酬決定議案

第４号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額設定の件
　当社は、第１号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決されますと、本総会の終結の時をもって、
監査等委員会設置会社に移行いたします。
　当社の取締役の報酬額は、2012年６月27日開催の第８回定時株主総会において取締役の報酬額を年額
150,000千円以内とご決議いただき今日に至っておりますが、監査等委員会設置会社への移行に伴い、新たに
取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対する報酬額を定めることとし、引き続き、年額150,000千円
以内（うち、社外取締役30,000千円以内）と設定させていただきたいと存じます。
　なお、取締役の報酬額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まないものといたしたいと存じます。
　本議案は、昨今の経済情勢、当社の事業規模、今後の取締役会の構成、取締役に求められる職務等を勘案し
たもので、相当な内容であると判断しております。また、当社の取締役の個人別の報酬等の内容についての決
定に関する方針は、定時株主総会資料記載のとおりであり、本議案の内容は、当該方針に沿ったものでありま
す。なお、本議案をご承認いただいた場合にも、当該方針を変更する予定はございません。
　現在の取締役は５名（うち社外取締役１名）でありますが、第１号議案「定款一部変更の件」及び第２号議
案「取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件」が原案どおり承認可決されますと、取締役
（監査等委員である取締役を除く。）の員数は４名（うち社外取締役１名）となります。
　なお、この報酬額設定の効力は、第１号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決され、その効力が
発生することを条件として生ずることといたします。

第５号議案 取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式の割当ての
ための報酬決定の件

　当社は、第１号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決されますと、本総会の終結の時をもって、
監査等委員会設置会社に移行いたします。
　当社は、2022年３月25日開催の当社第18回定時株主総会において、当社の取締役（社外取締役を除
く。）が、株価変動のメリットとリスクを株主の皆様と共有し、株価上昇及び企業価値向上への貢献意欲を従
来以上に高めることを目的として、当社の取締役（社外取締役を除く。）に対し、譲渡制限付株式を交付する
株式報酬制度を導入すること、及び、当該制度に基づき当社の取締役（社外取締役を除く。）に対する譲渡制
限付株式報酬に関する報酬等として支給する金銭報酬債権の総額を年額　50,000千円以内として設定するこ
と等につき、ご承認をいただいております。
　監査等委員会設置会社への移行に伴い、当社における取締役の貢献度等諸般の事項を総合的に勘案いたしま
して、第４号議案の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の額とは別枠として、下記のとお
り、当社の取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式に関する報酬
等として支給する金銭報酬債権の総額を、引き続き、年額50,000千円以内として設定いたしたいと存じま
す。
　本議案は、昨今の経済情勢、当社の事業規模、今後の取締役会の構成、取締役に求められる職務等を勘案し
たもので、相当な内容であると判断しております。また、当社の取締役の個人別の報酬等の内容についての決

－ 16 －
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取締役報酬額設定議案、取締役報酬決定議案

定に関する方針は、定時株主総会資料記載のとおりであり、本議案の内容は、当該方針に沿ったものでありま
す。なお、本議案をご承認いただいた場合にも、当該方針を変更する予定はございません。
　この報酬額設定の効力は、第１号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決され、その効力が発生す
ることを条件として生ずることといたします。現在の取締役（社外取締役を除く。）は４名でありますが、第
１号議案「定款一部変更の件」及び第２号議案「取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件」
が原案どおり承認可決されますと、取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）の員数は３名
となります。

記

当社の取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式の具体的な内容及
び数の上限

１．譲渡制限付株式の割当て及び払込み
　当社は、当社の取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）に対し、当社取締役会決議に
基づき、譲渡制限付株式に関する報酬等として上記の年額の範囲内で金銭報酬債権を支給し、各取締役は、
当該金銭報酬債権の全部を現物出資の方法で給付することにより、譲渡制限付株式の割当てを受ける。
　なお、譲渡制限付株式の払込金額は、その発行又は処分に係る当社取締役会決議の日の前営業日における
東京証券取引所における当社普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直近取引
日の終値）を基礎として、当該譲渡制限付株式を引き受ける取締役に特に有利な金額とならない範囲で当社
取締役会において決定する。
　また、上記金銭報酬債権は、当社の取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）が、上記
の現物出資に同意していること及び下記３．に定める内容を含む譲渡制限付株式割当契約を締結しているこ
とを条件として支給する。

２．譲渡制限付株式の総数
　当社の取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）に対して割り当てる譲渡制限付株式の
総数200,000株を、各事業年度において割り当てる譲渡制限付株式の数の上限とする。
　ただし、本議案の決議の日以降、当社普通株式の株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。）又
は株式併合が行われた場合その他これらの場合に準じて割り当てる譲渡制限付株式の総数の調整を必要とす
る場合には、当該譲渡制限付株式の総数を合理的に調整することができる。

－ 17 －
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取締役報酬額設定議案、取締役報酬決定議案

３．譲渡制限付株式割当契約の内容
　譲渡制限付株式の割当てに際し、当社取締役会決議に基づき、当社と譲渡制限付株式の割当てを受ける取
締役との間で締結する譲渡制限付株式割当契約は、以下の内容を含むものとする。
(1) 譲渡制限の内容
　譲渡制限付株式の割当てを受けた取締役は、譲渡制限付株式の交付日から当社の取締役及び使用人のい
ずれの地位からも退任又は退職する日までの期間（以下、「譲渡制限期間」という。）、当該取締役に割
り当てられた譲渡制限付株式（以下、「本割当株式」という。）につき、第三者に対して譲渡、質権の設
定、譲渡担保権の設定、生前贈与、遺贈その他一切の処分行為をすることができない（以下、「譲渡制
限」という。）。

(2) 譲渡制限付株式の無償取得
　当社は、譲渡制限付株式の割当てを受けた取締役が、譲渡制限期間の開始日以降、最初に到来する当社
の定時株主総会の開催日の前日までに当社の取締役及び使用人のいずれの地位からも退任又は退職した場
合には、当社取締役会が正当と認める理由がある場合を除き、本割当株式を当然に無償で取得する。
　また、本割当株式のうち、上記(1)の譲渡制限期間が満了した時点において下記(3)の譲渡制限の解除事
由の定めに基づき譲渡制限が解除されていないものがある場合には、当社はこれを当然に無償で取得す
る。

(3) 譲渡制限の解除
　当社は、譲渡制限付株式の割当てを受けた取締役が、譲渡制限期間の開始日以降、最初に到来する当社
の定時株主総会の開催日まで継続して、当社の取締役又は使用人のいずれかの地位にあったことを条件と
して、本割当株式の全部につき、譲渡制限期間が満了した時点をもって譲渡制限を解除する。
　ただし、当該取締役が、当社取締役会が正当と認める理由により、譲渡制限期間の開始日以降、最初に
到来する当社の定時株主総会の開催日の前日までに当社の取締役及び使用人のいずれの地位からも退任又
は退職した場合には、譲渡制限を解除する本割当株式の数及び譲渡制限を解除する時期を、必要に応じて
合理的に調整するものとする。

(4) 組織再編等における取扱い
　当社は、譲渡制限期間中に、当社が消滅会社となる合併契約、当社が完全子会社となる株式交換契約又
は株式移転計画その他の組織再編等に関する議案が当社の株主総会（ただし、当該組織再編等に関して当
社の株主総会による承認を要さない場合においては、当社取締役会）で承認された場合には、当社取締役
会決議により、譲渡制限期間の開始日から当該組織再編等の承認の日までの期間を踏まえて合理的に定め
る数の本割当株式につき、当該組織再編等の効力発生日に先立ち、譲渡制限を解除する。
　この場合には、当社は、上記の定めに基づき譲渡制限が解除された直後の時点において、なお譲渡制限
が解除されていない本割当株式を当然に無償で取得する。
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監査等委員である取締役報酬額設定議案

第６号議案 監査等委員である取締役の報酬額設定の件
　当社は、第１号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決されますと、本総会の終結の時をもって、
監査等委員会設置会社に移行いたします。
　つきましては、監査等委員会設置会社への移行に伴い、監査等委員である取締役に対する報酬額を、年額
30,000千円以内と設定させていただきたいと存じます。本議案は、昨今の経済情勢、当社の事業規模、今後
の取締役会の構成、監査等委員である取締役に求められる職務等を勘案したもので、相当な内容であると判断
しております。
　第１号議案「定款一部変更の件」及び第３号議案「監査等委員である取締役３名選任の件」が原案どおり承
認可決されますと、監査等委員である取締役の員数は３名（うち社外取締役３名）となります。
　なお、この報酬額設定の効力は、第１号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決され、その効力が
発生することを条件として生ずることといたします。
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会計監査人選任議案

名 称 太陽有限責任監査法人
主たる事務所の所在地 東京都港区元赤坂一丁目２番７号

沿 革

    1971年    9 月 太陽監査法人設立
    2006年    1 月 太陽監査法人とASG監査法人が合併し太陽ASG監査法人となる
    2008年    7 月 有限責任組織形態に移行太陽ASG有限責任監査法人となる
    2012年    7 月 永昌監査法人と合併
    2013年    10月 霞が関監査法人と合併
    2014年    10月 太陽有限責任監査法人に社名変更
    2018年    7 月 優成監査法人と合併

概 要

資本金 530百万円
構成人員 社員（公認会計士） 95名

特定社員 5名
職員（公認会計士） 374名

（会計士補） 221名
（その他職員等） 578名
合　計 1,273名

関与会社 1,105社
　

第７号議案 会計監査人選任の件
　当社の会計監査人は有限責任監査法人トーマツでありますが、本総会終結の時をもって同監査法人の任期が
満了になることから、新たに太陽有限責任監査法人を後任の会計監査人として選任することをお願いするもの
であります。
　なお、本議案の提出につきましては、監査役会の決定に基づいております。
　また、監査役会が太陽有限責任監査法人を会計監査人の候補者とした理由は、会計監査人の独立性・監査体
制・監査の実施状況や品質・報酬水準等に関する情報を収集し検討した結果、当社の会計監査人として適切で
あると判断したものです。
　会計監査人候補者は、次のとおりであります。

（2024年12月31日現在）
会計監査人候補者に関する事項
　太陽有限責任監査法人は2024年１月１日から３月31日の間、金融庁より契約の新規の締結に関する業務の
停止命令を受けておりますが、同監査法人は、2024年１月31日に金融庁に業務改善計画を提出し、監査品質
の向上と課題の抜本的解決のため、透明性を確保したガバナンス機能の強化、組織体制の変更、組織風土の改
革、人事制度の見直し、及び監査現場の改革等の施策を実施しております。
　今回の処分は、当初の通常監査ではなく、主として訂正監査に起因し、最終の表示段階で発生した個別性の
高い事案であるため、通常の監査における品質等の影響はないものと考えております。また、業務改善につい
ては金融庁より一定の改善が図られていると認められ、同監査法人の金融庁に対する業務改善報告は終了して

－ 20 －
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会計監査人選任議案

おり、今後も定期的な状況の報告を受けることをもって、同監査法人の選任をお願いするものであります。
　なお、監査役会は、同監査法人の再発防止に向けた改善への取り組みを評価するとともに、当社における監
査業務は適正かつ厳格に遂行されると判断しております。
（注）太陽有限責任監査法人が原案どおり選任された場合、会社法第427条第１項の規定に基づき、当社は同

監査法人との間で会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結する予定です。ただし、当該
契約に基づく賠償責任の限度額は、法令が規定する額といたします。

以　上

－ 21 －
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メモ

メ　　モ

－ 22 －
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